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特集 データドリブン・エンタープライズへの変革

Ⅰ　オープンデータとは
Ⅱ　オープンデータ活用の重要性
Ⅲ　オープンデータ活用の実際：法人データを一例として
Ⅳ　オープンデータ活用促進に向けた課題
Ⅴ　おわりに：日本企業におけるオープンデータの活用に向けて

C O N T E N T S

要　約

オープンデータの活用の現状と課題

1 2017年の「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」の閣議
決定以来、日本政府はオープンデータの提供をはじめとするデジタル・ガバメントの実
現推進に向けた取り組みを加速させている。特に近年では、官民におけるDXの推進に
伴い、オープンデータの重要性はますます高まっている。

2 本論考では、海外の先進事例や日本政府におけるオープンデータの取り組みを概観し、
DX推進におけるオープンデータの重要性を示したうえで、国内の事例として、経済産
業省が運営する法人データベース「 G ビズインフォ」を取り上げ、諸外国の法人デー
タベースとの比較および企業アンケートの結果から、国内における法人データの活用状
況・活用意向を整理する。

3 また、利用可能性を高める観点から、オープンデータは各組織が保有するデータと自由
かつ容易に結合できるよう、LOD（Linked Open Data）の考え方にのっとった形式で
提供されることが望ましい。本稿ではLODなどの各種仕様や規格などの技術的背景に
も触れ、今後のオープンデータのあり方について、制度・技術の両面から論ずる。

眞鍋尚大中井  亮
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Ⅰ	オープンデータとは

オープンデータとは、原義では、誰でも無
料で自由に（二次利用・商用利用も含め）利
用することができるデータを意味するもので
あり文献1、代表的なオープンデータとして、
国勢調査の統計データ、国土数値情報、経済
センサスなどが挙げられる。

オープンデータは、主に国や地方自治体に
よって公開されている。日本では、2012年 7
月に「電子行政オープンデータ戦略」が策定
されて以来、各府省庁によりさまざまなデー
タが積極的に公開されてきた。現在は、デジ
タル庁が中心となって各府省庁のオープンデ
ータの取りまとめを行っている。

オープンデータは長らく、電子政府の実現
による透明性・国民参加の推進といった理念
のもとに、中央政府を主体として進められて
きた文献2。本稿では主に、オープンデータの
活用側、すなわち民間企業や地方自治体の視
点から、オープンデータの利活用の可能性や
メリット、課題について論じる。

1 世界のオープンデータ推進の
 きっかけとなった「Data.gov」

オープンデータに通じる概念は古くから存
在したが、オープンデータが世界的に注目さ
れるきっかけとなったのは、2009年の米国オ
バマ政権によって発表された透明性とオープ
ン・ガバメントに対する覚書「Transparency 
and Open Government」である。同年、米
連邦政府は、政府自らが情報公開を進めるた
め、政府の統計データなどを公開するポータ
ルサイト「Data.gov」を開設した。

オープンデータの取り組みは世界に広が

り、各国でData.govと類似のポータルサイト
が公開された。英国では10年 1 月、オープン
データ公開の 5 つ星スキームを提唱したティ
ム・バーナーズ＝リー（後述）が推進役とな
り、「data.gov.uk」 を 公 開 し た。EUも11年
12月、「欧州オープンデータ戦略」を公表
し、「政府データを金（gold）に変える」を
スローガンとして、オープンデータポータル

「PublicData.eu」を開設した。欧米以外で
は、11年 7 月にケニアが、アフリカ国家とし
ては初めてのオープンデータポータルとなる

「opendata.go.ke」を開設した。また、12年
9 月には、インド政府が、米政府と共同開発
した「OGPL」のプラットフォームを活用し
て、「data.gov.in」を公開した。そのほかに
も、さまざまな国で同様のポータルサイトが
公開されている。

こうした流れを受け、13年のG8ロック・
アーン・サミットでは、オープンデータに関
する議論が行われ、オープンデータ憲章が合
意された。

2 「東日本大震災」や「新型コロナ」
 が契機となった
 日本のオープンデータ推進

日本では、東日本大震災がオープンデータ
推進の機運を高める契機になったといわれ
る。東日本大震災では、シビックテックコミ
ュニティーや企業によるデータボランティア
が活躍し、災害情報の周知に貢献した。

震災を通して、オープンデータの重要性が
認識される中、日本政府は2012年 7 月に「電
子行政オープンデータ戦略」を策定した。13
年 1 月には、オープンデータポータルサイト

「Open DATA METI」のβ版が公開され、同
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3 日本のオープンデータの概況
ここでは、わが国におけるオープンデータ

について、提供主体別にその特徴を整理する
とともに、主要なデータセットを紹介する

（表 1 ）。
2012年の「電子行政オープンデータ戦略」

の策定、および16年の官民データ活用推進基
本法の施行以来、国・地方自治体はオープン
データの公開に積極的に取り組んでいる。府
省庁によっては同法施行以前からデータ公開
に取り組んでいるところもあり、一例とし
て、国土交通省による「国土数値情報」は遅
くとも01年には既に公開されていた文献3。現
在はデジタル庁の監督の下、各府省庁が自組
織の保有するオープンデータの「棚卸し」を
行っている。

地方自治体もまた、オープンデータの利用
者であると同時に重要な提供主体である。デ
ジタル庁文献4によれば、すべての都道府県、
694の市（全体の87.6％）、527の町（同70.9
％）、124の村（同67.8％）が何らかのオープ
ンデータの公開に取り組んでいる。地方自治
体によるオープンデータの提供は、その開始
時には費用を要するものの、データによる経
済効果やイメージアップを考慮すればその投
資は短期間で回収できる文献5とされており、

サイトはその後の「DATA GO.JP」や現在の
「e-GOVデータポータル」につながっている。

16年 5 月、高度情報通信ネットワーク社会
推進戦略本部は「オープンデータ2.0」を公表
し、オープンデータの基本原則や官民によるオ
ープンデータ推進のための実務者会議設置を
定めた。翌17年には、「世界最先端デジタル国
家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」
が閣議決定され、デジタル・ガバメントの実現
推進に向けた取り組みがさらに加速した。

20年には、新型コロナウイルス感染拡大を
きっかけとして、オープンデータの重要性が
再認識された。台湾のマスク配布システムの
事例が有名だが、日本でも、東京都が、「新
型コロナウイルス感染症対策サイト」を世界
に先駆けて開設し、そのソースコードを

「GitHub」上で公開したことは注目を集め
た。東京都のソースコードは、その後、台
湾、米サンフランシスコ市など国内外約50の
地域で活用された。

22年 6 月、デジタル庁によって「デジタル
社会の実現に向けた重点計画」が公表された
が、同計画の中で、今後もオープンデータを
積極的に推進していくことが示されている。

表1　提供主体別に見たデータの特徴

提供者 特徴 実例

国

● オープンデータ
● 信頼性が高い
● 統一されたフォーマット
● 全国的な分析に向く

● Gビズインフォ
● 国土数値情報
● 国勢調査

地方自治体

● オープンデータ
● フォーマットは自治体によりさまざま
● データ提供が相対的に不安定
● 地域に特化した分析に向く

● 感染症拡大状況
● 公共施設・AEDの位置情報
● 図書館の蔵書情報

民間企業
● オープンデータの定義からは外れる
● 申請が必要
● 大学の研究者のみに利用を限る場合が多い

● Yahoo!データセット
● 楽天データセット
● クックパッドデータセット
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実際に京都市や長野市では情報開示請求件数
減少といった効果が現れていることからも、
今後のさらなる充実が期待される文献6。

一方、民間企業によるオープンデータの公
開は十分に進んでいるとは言い難い。国立情
報学研究所の情報学研究データリポジトリに
はさまざまな民間企業から提供されたデータ
セットが掲載されているケースも見られる文献7

が、多くは提供先を大学などの研究機関に限
っており、また二次利用も制限されているこ
とから、厳密にはオープンデータの定義には
合致しない。

Ⅱ	オープンデータ活用の重要性

1 オープンデータの利点と欠点
利用者の立場から考えると、オープンデー

タにはさまざまな利点と欠点がある。代表的
な利点は費用である。たとえば資金力の乏し
い企業にとって、あるいはプロジェクト立ち
上げ直後の予算の少ない時期に分析の試行を
行う場合には、無料であることは大きな利点
となるだろう。

オープンデータは多くの場合、国・地方自
治体から提供されており、信頼性が高いこと
も利点である。特に、公共政策にかかわる分
野や採算の見込めない分野では、オープンデ
ータが唯一の情報源となる場合が多い。一方
で、民間企業からも有償でデータが提供され
ている分野（一例として交通・人流データな
ど）においては、有償データと比較すると、
サポートや更新頻度、精度・粒度の点では劣
る場合もある。

また、データそのものは誰でも利用可能で
あるため、データ単体で価値を創出すること

は、必ずしも容易ではない。自社が独自に保
有するデータと組み合わせたり、高度な分析
手法やユニークな活用方法を導入したりする
などの工夫が求められる文献8。

2 クローズドデータの限界、
 オープンデータとの併用の可能性

オープンデータに対して、各企業などの組
織内のみにおいて蓄積・管理・利用されるデ
ータをクローズドデータと呼ぶ。典型的な例
としては、取引先や顧客の一覧、あるいは取
引・財務情報などが挙げられる。

既に多くの企業ではクローズドデータの分析
が行われているが、クローズドデータのみを利
用してデータ活用を推進することには限界が
ある。たとえば、新規に取引先や顧客を開拓
したい場合、既に保有しているデータを利用
するだけではアプローチの範囲が限られる。

このような場合は、自社の保有するクロー
ズドデータを活用して既存のビジネスの傾向
を分析しつつ、そのようにして得られた知見
を外部の情報源から得たデータと組み合わせ
ることで、それまで対象となっていなかった
領域へビジネスを拡大することが可能になる
と考えられる。こうしたデータ活用の際に必
要な外部情報源の一つとして、オープンデー
タは有効な選択肢となり得る文献9、10。

3 オープンデータのユースケース
ここでは、主に民間企業におけるオープン

データの活用方法について、いくつかの事例
を紹介しながら、分類を行う。以下では、

「オープンデータと自社のデータをどのよう
に組み合わせて利用するか」という基準で、
ユースケースを 4 段階に分類する（図 1 ）。
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結果を利用するパターンである。たとえば、
システムの利用者が住所・法人名などを入力
する際に、直接入力するのではなく G ビズ
インフォの検索結果を利用して入力の手間を
省くといった実装が考えられる。卑近な例で
は、通信販売や会員登録のWebサイト上で、
郵便番号を入力すれば住所が補完される機能
をイメージすると分かりやすい。このパター
ンでは、オープンデータは利便性に寄与して
いるものの、オープンデータそのものが自社
の保有データと連携して利用されているわけ
ではない。

（3）	「データ連携」パターン
自社で保有するデータベースにオープンデ

ータを組み込むなどの方法で自社データとオ
ープンデータを紐づけて利用する場合は、こ

（1）	「非連携」パターン
ユースケースの 1 段階目は「非連携」パタ

ーンである。オープンデータを提供元のサイ
トから直接利用したり、あるいはオープンデ
ータを単独で（場合により加工を加えて）提
供したりする場合が該当する。典型的な例と
しては、G ビズインフォ（gBizINFO）やe-Stat
などのWebサイトで直接検索してデータを
閲覧またはダウンロードするケースがある。
また、自治体のオープンデータの活用事例と
してよく見られる、地域の特徴的な地物・観
光地などを地図上に表示するサービスも、こ
のケースに該当する。

（2）	「入力補助のみ」パターン
UI（ユーザー・インターフェイス）上で

簡易的なオープンデータの検索を行い、検索

図1　オープンデータのユースケースの 4分類

データ連携への影響：小 データ連携への影響：大

（1）非連携 （2）入力補助のみ （3）データ拡張 （4）データ基盤

連携方法
イメージ

Gビズインフォ

Gビズインフォ

Gビズインフォ

Gビズインフォ

利用者

検索 情報
表示

情報表示

独自保有
情報登録

基本情報連携
補完

検索 検索 検索

情報
入力

情報取込

利用者 利用者 利用者 利用者

サービス
サービス

DB／DMP

想定
ユーザー

■個人
■単一の企業
　などの従業員

■単一の企業などの顧客
 （エンドユーザー）

■単一の企業などの
　従業員・顧客
（エンドユーザー）

■複数の企業などの従業員

■業界横断のシステムの開発にあたり、
　各社保有の法人データの形式を標準化

■社内システム経由
　で、取り込まれた
　データを利用
■DMP※製品の拡張

■Web UIから
　検索

■法人向け営業支援SaaSの
　企業検索機能
■電子申請手続きの住所など
　自動入力

■データ項目の
　充実・詳細性

■データ項目の充実性
（特に基本情報）

■ Gビズインフォ
　ならではの項目

■データの網羅性・中立性
■サービスの安定性

想定
ユース
ケース

Gビズイン
フォの価値

※ DMP（データ・マネジメント・プラットフォーム）：社内外のさまざまなデータを一元的に蓄積・分析する基盤
出所）経済産業省「令和 4年度 経済産業省デジタルプラットフォーム構築事業（ Gビズインフォを通じた効果的なオープンデータ利活用の促進に向けた調査）

報告書」を基に作成
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る。パターン 3 、 4 ではこれらの点に加え、
データ項目の正確性や充実度、さらにはデー
タが一企業に依存しない中立的なものである
ことも価値と見なされるであろう。

Ⅲ	オープンデータ活用の実際：
	 法人データを一例として

1 法人データベースのビジネス活用
これまで、オープンデータ全般について語

ってきたが、オープンデータ活用について、
より具体的な説明をするため、本章では法人
データに絞って説明したい。これから説明す
る内容は、2022年度に野村総合研究所（NRI）
が経済産業省大臣官房デジタル・トランスフ
ォーメーション室とともに実施した「令和 4
年度経済産業省デジタルプラットフォーム構
築事業（ G ビズインフォを通じた効果的な
オープンデータ利活用の促進に向けた調査）」
が基になっている。

ここでいう法人データとは、法人名、法人
番号、所在地などの法人基本情報、売上、利
益、資産などの財務情報、その他、職場情報
や特許の取得状況、過去の表彰、信用スコア
など法人にかかわる情報全般を指す。

企業や公的機関は、事業活動を通して、顧
客あるいはパートナーとなる法人のデータを
収集・蓄積しているが、外部の法人データベ
ースを活用することで、さまざまな業務を効
率化、高度化できる。

たとえば、法人データは、信用調査に活用
されている。多くの企業では、信用調査会社
が提供する信用スコアや過去の活動状況など
の法人データを基に、取引してよい企業かど
うかを判定している。また、新規事業を立ち

のパターンに該当する。たとえば、取引先リ
ストと法人オープンデータを結合することに
より、取引先の企業情報（商号、本店所在
地、従業員数など）を定期的に自動更新する
ユースケースや、自社で保有している各支店
の売上情報を地理オープンデータと結合する
ことにより、地域ごとの業績を分析したり、
業績情報と距離や人口などの情報を組み合わ
せて支店の配置を最適化したりするユースケ
ースが該当する。

（4）	「データ基盤」パターン
前掲の「データ連携」パターンの対象を複

数社に拡大したものであり、オープンデータ
をデータの「基盤」もしくは「仲介者」とし
て活用するパターンである。このパターン
は、業界横断での情報処理システムや、同業
種の複数企業を顧客とするSaaSなどを構築
する際に有用である。このような場合には、
各企業が保有するデータの体系を共通化する
ことが求められるが、その際、特定の企業に
依存せずに各企業のデータを仲介するデータ
体系として、オープンデータを利用すること
ができる。

4 オープンデータの価値
ここでは、データ連携への影響度によって

4 つのパターンを整理したが、オープンデー
タに求められる価値（利用者視点で言い換え
るなら、オープンデータを利用すべき理由）
は、パターンによって異なる。パターン 1 、
2 では、データが無料であること、加工しや
すいこと、システム連携のためのAPI（アプ
リケーション・プログラミング・インターフ
ェース）を利用しやすいことなどが挙げられ
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せ」することもよく行われている。

2 民間データベースと
 政府系データベース

法人データベースは大きく分けて、信用調
査会社や経済メディア、マーケティング企業
などが提供する民間データベースと、政府組
織が提供する政府系データベース（オープン
データベース）の 2 種類が存在する（表 2 ）。

民間データベースとしては、帝国データバ
ンクが提供する「COSMOS」、東京商工リサ
ーチが提供する「Data Approach」、ユーザ
ベースが提供する「SPEEDA」などが有名
である。

帝国データバンクや東京商工リサーチなど
の信用調査会社が提供する法人データベース

上げる際の市場分析として、法人データベー
スから、ターゲット業界に属する企業の財務
データなどを収集・分析することで、市場規
模を推定している。さらに、有力な競合企業
を明らかにする際にも、法人データベースを
活用することが多い。

法人データベースはデータの閲覧・ダウン
ロード以外にも、APIを提供しているため、
自動でデータを取得し、自社データベースに
結合することができる。そのため、自社が持
つ法人データと組み合わせて、既存顧客の詳
細を把握したり、新規顧客のターゲットリス
トを作成したりすることもできる。また、自
社データベースでは、「表記揺れ」などの問
題で正確なデータが入力されていない箇所に
ついて、法人データベースの情報から「名寄

表2　国内の主要な法人データベース注1

データベース種類 民間データベース 民間データベース 民間データベース オープンデータベース

データベース名称 COSMOS Data Approach SPEEDA Gビズインフォ

運営主体 帝国データバンク 東京商工リサーチ ユーザベース 経済産業省

掲載企業 国内・海外を含めて
約4.3億社

国内・海外を含めて
約1.8億社

約1,000万社
（うち国内が約150万社） 国内全法人

データ項目

● 企業コード
● 商号
● 所在地
● 産業分類
● 仕入先／販売先
● 評点　など

● 会社概況
● 評点
● 業種分類
● 担当者情報
● 主要取引先
● 財務諸表　など

● 会社概要
● 財務情報
● 市場データ
● 開示資料
● IRデータ
● ニュース／人事情報　など

● 会社概要
● 財務情報
● 補助金情報
● 調達情報
● 特許情報
● くるみん
● えるぼし認定　など

データ形式

● カード、リスト、アドレ
スタッグ、CD-R（オンラ
イン提供あり）

● APIによるデータ提供あり

● Excel／Access／CSV／
TXTなどの形式でデータ
提供

● APIによるデータ提供あり

● Excel形式でエクスポー
ト可能

● CSV形式でエクスポート
可能

● APIによるデータ提供あ
り（REST APIとSPARQL 
API）

データソース

● 各種独自調査や有価証券
報告書などの公開情報

● ビューロー・ヴァン・ダ
イクと提携

● 各種独自調査や有価証券
報告書などの公開情報

● D&B社と提携

● EDINET、TDNET
● 東京商工リサーチやDow 

Jones社などと提携

● 国税庁 法人番号サイト
● EDINET、官報
● 総務省 統一資格審査サイ
ト

● 厚労省しょくばらぼ

独自の強み

● 信用調査会社として日本
最大で、調査によって常
に最新の情報に更新

●「評点」など独自指標を
提供

● D&B社と提携し、世界標
準のフォーマットで情報
を提供

● 複雑な画面を廃し、シン
プルな操作性を追求

● 業種データを利用して、
競合分析を自動化

● 政府系データベースなら
ではの多様な情報がそろっ
ている

● 無料で利用可能
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網羅しているという特徴もある。両者とも一
長一短があり、利用目的や利用者の状況によ
って、使い分けたい。

3 オープンデータベースの課題：
 「 G ビズインフォ」を例にして

ここまで、政府系データベース（オープン
データベース）と民間データベースの特徴に
ついて述べたが、以下では政府系データベー
スの課題について、経済産業省が提供する法
人オープンデータベース「 G ビズインフォ」
を例に挙げて論ずる。

NRIでは、2023年 1 〜 2 月に、前述の調査
事業の一環として、 G ビズインフォの利用者
および一般の法人を対象に、法人データベー
スに関するアンケート調査を行った（図 2 ）。

アンケート対象は、地方自治体や信用情報
調査会社など、一般的な企業よりもデータへ
の関心が高いと思われる業種を中心とした
が、それにもかかわらず G ビズインフォの
認知度は約25％であり、現に利用しているユ
ーザーの割合は約 4 ％にとどまった。

業種別の利用率では、「信用情報・法人デ
ータベース提供会社」を除けば、当初 G ビ
ズインフォを活用していると考えられていた
諸業種を除く「一般の民間企業」が最も高か
ったが、法人データを専門に扱う企業は既に
民間の企業データベースを利用しているた
め、現状では G ビズインフォを利用する利
点を感じていないことが理由と考えられる。

一方で、未利用者における G ビズインフォ
の利用意向は約 6 割と高かったことから、認
知度の向上が今後の課題になると考えられ
る。前節で述べた政府系データベースならで
はの特色に関連して、 G ビズインフォ特有の

は、信用調査を通して入手した豊富なデータ
（非上場企業を含む）がそろっていることが
特徴である。一方で、ユーザベースが提供す
る「SPEEDA」は、公開情報が中心だが、
市場分析などのユースケースを意識した利用
のしやすさに定評がある。

一方、政府系データベース（オープンデータ
ベース）としては、経済産業省が運営する「 G
ビズインフォ」、金融庁が運営する「EDINET」
などがある。
「 G ビズインフォ」は、さまざまな府省庁が
保有する法人データを集約したデータベース
である。法人ごとに、法人基本情報、財務情
報、職場情報などがまとまっている。「EDI-
NET」は、有価証券報告書などの開示書類に
関する電子開示システムのことを指すが、API
を利用することでデータ取得にも活用できる。

そのほか、法人データを取得できるデータ
ベースとしては、デジタル庁が運営する

「e-Govデータポータル」が挙げられる。こち
らは、法人データに限らず、公的機関が保有
するデータを集約したデータカタログサイト
であり、「中小企業実態基本調査」「外資系企
業動向調査」などの法人にかかわるデータを
取得することが可能である。

民間データベースは、取得できるデータ項
目が豊富であり、ユースケースごとに使いや
すいUIが整備されているが、利用料金が高
額である。一方で、オープンデータベース
は、データ項目やUIでは見劣りするが、無
料で使用でき、補助金の取得情報、政府事業
の調達状況、ESG関連情報（くるみん認定、
えるぼし認定）など政府系ならではの情報が
充実していることが特徴である。また、登記
情報が基になっているため、すべての法人を
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企業の方が、利用していない企業よりも約 2
割高かった。この点から、 G ビズインフォ
独自の機能あるいはデータが求められている
ことが示唆される。また、認知・利用の促進

データ項目を充実させることができれば、企
業に対するアピールポイントとなるであろう。

G ビズインフォの利用意向に関しては、
既に民間の企業データベースを利用している

図2　Gビズインフォにかかるアンケート調査結果

①Ｇビズインフォの認知度

②Ｇビズインフォの利用意向

11 
（3.9%）

6
（2.1%）

53（18.8%）

69.3%

52.5%

30.6%

47.4%

212（75.2%）

民間DB利用あり（n＝75）

民間DB利用なし（n＝135）

利用している　　　　利用していたがやめた　　　　利用したことがない　　　　知らない

利用したい　　　　利用したいと思わない

出所）経済産業省「 Gビズインフォを通じた効果的なオープンデータ利活用の促進に向けた調査」（2022年度）より作成
※ 同調査の一環で実施したアンケートを基に集計
アンケート対象：地方自治体、大学、法人向けSaaSベンダー、データ活用推進企業（調査会社など）、信用情報・法人データベース
提供会社、金融機関などの民間企業
実施時期：2023年 1月20日～ 2月24日
有効回答数：282件

表3　Gビズインフォに対する利用者の評価

あるべき姿 実態 利用者からの評価

データ 完全性 全法人について、主
要なデータ項目が漏
れなく利用可能

登記された法人すべて
を収録しているが、
データ項目には抜け漏
れもある

民間データベースと異なり、全法人のデータが網羅されていることへの評価
は高い

個別の法人について、項目によっては情報が欠けている点は、利用者から改
善要望があった

信憑性 各府省庁が保有する
データの一括提供を
行うことで、デジタ
ル・ガバメントの基
盤を構成する

政府提供データと、各
法人が入力したデータ
が混在。出所記載もあ
るが、慣れていない利
用者には判別が難しい

政府提供であることへの安心感・評価は高く、利用するきっかけとなってい
る

一部には、政府提供ではなく各法人が自己入力しているデータも存在してお
り、自己入力データの信憑性に懸念を抱く利用者の声も聞かれた

最新性 できるだけ新しい
データを提供する

連携タイミングの関係
上、更新にタイムラグ
が生じ得る

タイミングによっては、古い情報が更新されないまま残っており、ほかのデー
タベースとの矛盾が生じている、と指摘する利用者もいた

一貫性 表記が定まってお
り、データの出典に
よらず形式が統一さ
れている

情報収集元が多数ある
ため、ある程度の表記
揺れなどが避けられな
い

自社システムに組み込み、業務を効率化する目的から、代表者名などの表記
揺れの解消が望まれる

機能 REST 
API

APIの開放により、
開発者によるデータ
利用を促進している

一部でAPIの安定性に
対する不安がある

他府省庁が提供するAPIよりも安定性・利便性が高いため、 Gビズインフォ
APIに移行した、という開発者の声があった

一方で、 Gビズインフォ APIについても、時折サーバ側の問題によるエラー
が返される、という指摘もある

SPA-
RQL 
API

SPARQL APIの開放
によりLinked Open 
Dataとしての利用を
促進する

法人データにおいては
LODの普及度が低いた
め、活用されていると
はいい難い

インタビュー先のうち多数は「知らない」・「知っているが使いにくいので使
わない」といった評価であった

出所）経済産業省「 Gビズインフォを通じた効果的なオープンデータ利活用の促進に向けた調査」（2022年度）より作成
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ス（オープンデータベース）にはいまだ認知
度向上の余地があり、普及に向けた活動が重
要であることを述べた。ここでは、オープン
データの普及に関する参考として、欧米のい
くつかの先進的な取り組みに触れる。

欧州連合出版局が運営するサイト「data.
europa.eu」は、EU加盟27カ国に関する150
万件以上のデータセットをさまざまな形式で
提供しているだけでなく、オープンデータの
基礎知識をPDF形式の文書やYouTube動画
教材として公開している。加えて、「EU 
Datathon」と題してオープンデータを活用
したアプリ開発のコンテストを行うなど、普
及活動にも積極的に取り組んでいる。

また、米国ニューヨーク市のオープンデー
タポータルは、「郵便番号区域別の電力消費
量」や「地区別の廃棄物収集量」など、市な
らではの詳細な単位での統計データを提供す
ることに加え、こちらもアプリ開発コンテス
トを実施しており、優秀作品の制作者には市
から賞金が贈呈されるだけでなく、コンテス
トでアプリが注目を得ることによりベンチャ
ーキャピタルから投資を受けた例もあるとい
う。

日本においても諸外国の事例を参考とし
て、オープンデータの活用に関する教育・啓
発、および、活用を推進するためのインセン
ティブ設計が求められる。

2 オープンデータ活用を支える
 技術導入

認知度の向上に加え、もう一つの重要な点
が、適切な形式での公開による利活用の促進
である。オープンデータは、ただ公開すれば
よいというものではない。無論、どんな形式

に当たっては、オープンデータの利活用に関
する啓発活動やマニュアルの整備といった取
り組みも有効と考えられる。

本調査事業では、前述のアンケート調査に
加え、現在 G ビズインフォを活用している
利用者を対象としたヒアリング調査を行い、
その結果をデータおよび機能の 2 つの観点か
ら取りまとめた（表 3 ）。データの完全性、
信憑性などについて、高く評価する声があっ
たが、より高い信憑性を担保するためには、
政府提供データと自己入力データの区別、あ
るいは自己入力データに対する認証機能の付
加などの検討が必要となるだろう。

一方で課題も見られ、特に、一貫性におい
ては、代表者名や業種などの情報に表記揺れ
が多いため、自社保有データとの紐づけが困
難であるという意見があった。利活用の推進
に当たっては、ほかのデータベースとのデー
タ連携を前提とした、組み合わせて利用しや
すい形式でのデータ整備が求められている。

Ⅳ	オープンデータ活用促進に
	 向けた課題

前章では G ビズインフォを例に、オープ
ンデータベースの課題について言及した。こ
こでは、それらの課題のうち、①オープンデ
ータの普及促進、②オープンデータ活用を支
える技術導入：適切な形式での公開による利
活用の促進、について、先進事例や先端技術
を紹介しながら、課題解決策を提案したい。

1 オープンデータの普及促進：
 諸外国における取り組み事例

前章の最後では、日本の政府系データベー
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析に携わったことがある読者ならば経験上、
感覚的に理解しやすいであろう。ここから
は、 4 つ星以上のデータを扱ううえで重要と
なる概念、「オントロジー」と「LOD （Linked 
Open Data）」について解説する。

オントロジーとは、「主語・述語・目的語」
の 3 組によるデータの表現方法であり、ファ
イル形式としては、RDF（Resource Descrip-
tion Framework：メタデータを記述する枠組
み）の仕様にのっとったXML（Extensible 
Markup Language：任意のデータ構造に対
応した記述言語）ファイルにより提供される
ことが多い文献11。

多くの読者には、データの表現方法とし
て、表形式の方がなじみ深いであろう。オン
トロジーによる表現と表形式との差異を図 3
に示す。この例では、オントロジーの特徴が
分かりにくいかもしれないが、オントロジー
の利点の一つは、図 4 のような 1 対多対応を
表現できることである注2。

ここまでが 4 つ星に対応するデータ表現形
式であるが、 5 つ星のデータにはLODとし
て、ほかの情報源とリンクすることが求めら
れる。LODの考え方・メリットを図 5 に示
す。それぞれの主語や述語に対して、文字列
による表現だけでなく外部情報源へのURI

（表 4 ※ 2 参照）をリンクとして付与するこ
とにより、たとえ情報源によって文字列表現
が異なっていても同一の概念を示すことがで

であれ、公開しないよりは公開した方がよい
が、利活用を促進するためには、よりコンピ
ュータで扱いやすく、自由に利用可能で、曖
昧性が排除され、ほかのデータと組み合わせ
やすい形式で提供することが望ましい。

提供形式を検討する上では、WWW（ワー
ルド・ワイド・ウェブ）の考案者でもあるテ
ィム・バ－ナーズ＝リーにより提唱された

「 5 つ星オープンデータ」（表 4 ）のスキーム
が指針となる。

3 オントロジーによる表現と
 Linked Open Data

オープンデータの 3 つ星までは、データ分

表4　オープンデータの 5段階

段階 要件 形式の例

★ どんなフォーマットであれ、Web上で利用可
能であること。ただし、誰でも利用できる自
由なオープンライセンスのもとで提供されて
いること

PDF、HTML、紙を
スキャンした画像
データなど

★★ コンピュータが判読可能な形式であること Excelなど

★★★ 上記に加えて、特定の商用ソフトウエアに依
存しない形式であること

CSVなど

★★★★ 上記に加えて、W3C※1が規定したRDFや
SPARQLといった規格に基づいて、URI※2で
情報を指定すること

RDF、XMLなど

★★★★★ 上記に加えて、データの文脈を明らかにする
ために、ほかのデータへリンクすること

Linked Open Data
としての要件を満た
すRDF、XMLなど

※1）W3C：World Wide Web Consortium. Web技術に関する標準化団体
※2）URI：Uniform Resource Identi�er 情報源などのリソースを一意に表すための文
字列。

出所）Berners-Lee, Tim. 2006/2009.“Linked Data” https://www.w3.org/DesignIssues/
LinkedData.html（2023年 6月24日閲覧）を参考に作成

図3　オントロジーの概念図注3

人口

3,774,611横浜市

川崎市

横浜市 人口 3,774,611

1,544,713人口川崎市1,544,713

表形式データ オントロジーにより表現されたデータ

主語
（subject）

述語
（predicate）

目的語
（object）
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きるため、さまざまな情報源から得た情報を
効率的に組み合わせて利用することが可能と
なる。

4 Linked Open Dataの活用
前述のように、主語・述語がリンク可能な

形で定義されたデータにはさまざまな活用可
能性がある。たとえば、SPARQLのような
問い合わせ言語を用いて、「神奈川県に所在
する自治体の首長の一覧を出力せよ」「神奈
川県に所在するそれぞれの市の友好都市のう
ち、人口が100万人以上である都市の名前を
出力せよ」といった内容を表す問い合わせ

（クエリ）を組み立て、その結果を機械判読
可能な形で利用することができる。

もっとも、生成系AIが実用化されつつあ
る現代では、このような複雑な問い合わせが
できる利点は薄れつつあると思われるかもし

れない。しかしながら、AIによる誤りや質
問文の解釈の曖昧性を排除したうえで、か
つ、ほかの情報源と組み合わせ可能な形でデ
ータを扱うことができる点は、依然として
LOD特有の利点であるといえるだろう。

企業活動において、より実用的な例として

図4　オントロジーによる 1対多対応の表現

………

………

横浜市 姉妹都市

姉妹都市

姉妹都市

姉妹都市

姉妹都市

横浜市

横浜市

サンディエゴ

リヨン

ムンバイ

ウィーン

ボルチモア

川崎市

川崎市

主語
（subject）

述語
（predicate）

目的語
（object）

図5　Linked Open Dataの考え方にのっとった表現注4

情報源A
のデータ
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いない企業は、自社業務における活用の可能
性を検討したうえで、第Ⅱ章で整理したユー
スケースの段階に沿って、まずは自社の業務
の補助として使い、徐々に自社のデータを管
理するシステムへの組み込みやデータプラッ
トフォームの構築など、高度な利用へと拡大
することが望ましい。その際、活用のレベル
に対応した技術を選定することも重要となる。

企業がオープンデータを活用するために
は、適切なデータ提供が不可欠である。政府
には今後も、オープンデータの積極的な推進
が求められることはいうまでもない。地方自
治体も、デジタル庁が提供する「オープンデ
ータパッケージ」などの資源を活用しなが
ら、可能な範囲で提供していくことが望まれ
る。また、データの提供にとどまらず、活用
事例の紹介やマニュアルの整備、インセンテ
ィブの付与など、利用促進のための取り組み
も重要である。技術面では、LODをはじめ
とする規格にのっとった形式で提供すること
により、より高度な利活用を促進できる。

さらに高度な段階としては、企業がオープ
ンデータの利用者として活用するのみなら
ず、提供者となってデータプラットフォーム
を構築することも考えられる。今後、生成系
AIをはじめとするさまざまな技術の進歩を
背景に、データ利活用がますます重要になる
にしたがって、企業活動におけるオープンデ
ータへの取り組みは大きなアドバンテージと
なるであろう。

注

1 表中に挙げた以外にも、ユーソナーの法人デー
タベース「LBC」は有名である。

2 このようなデータを表形式で表現しようとすれ

は、人的あるいは企業間ネットワークの表現
が考えられる。株主・役員の情報をLODと
して表現すれば、「ある企業 X の役員 A 氏
は、別の企業 Y の役員でもある」「企業 Y の
役員には B 氏もおり、 B 氏は企業 Z の大株
主である」といった情報をコンピュータで扱
い、容易に検索することができる。このよう
な情報は、紹介を通じた新規営業・取引先の
開拓や、コンプライアンスチェックにも活用
することができるであろう。

また、オープンデータとクローズドデータ
を組み合わせたLinked Dataの活用事例とし
ては、企業内において特許・論文・技術キー
ワード・プレスリリースなどの公開情報に加
え、人物名・顧客導入事例といった内部情報
をLinked Dataとして整理し、検索可能なナ
レッジマネジメントシステムを構築した実例
がある文献12。

Ⅴ	おわりに：日本企業における
	 オープンデータの活用に向けて

本稿では、日本を中心とした世界のオープ
ンデータの現状について、いくつかの具体例
を挙げながら論じてきた。オープンデータは
それ自体が企業活動における価値の源泉とな
るだけでなく、それと組み合わせることによ
り、自社で保有するクローズドデータにも新
たな価値を付加できる。

企業活動における自社保有データ活用の有
用性は広く認識されているところであるが、
一方で、オープンデータそのものの存在や、
オープンデータをクローズドデータと組み合わ
せることの利点は、十分に認知されていると
は言い難い。オープンデータをまだ活用して
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